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　東芝の不正会計問題による株主代表訴訟が
株主の原告適格喪失により幕を閉じた。今回
の事件は東芝が行った会計処理に関し、会社
法431条の「一般に公正妥当と認められる
企業会計の慣行」に違反する違法なものであ
るとの主張を前提として、取締役らに対する
善管注意義務違反等があったかどうかが問わ
れた株主代表訴訟である。
　原審の東京地裁（朝倉佳秀裁判長）は令和
5年3月28日、米国の地下鉄等のインフラ案
件では米国会計基準が適用され、損失の発生
見込みが明らかになり次第、見込まれる損失
金額を認識し、引当金を計上しなければなら
なかったと指摘。違法な会計処理を認識し又
は認識し得た場合には、権限を行使して会計
処理を中止又は是正させる義務を負っていた

というべきであるとし、元取締役5人に対し、
およそ3億円の損害賠償責任を認めた。
株式併合により株式は1株に満たない端数に
　両者ともに判決を不服として東京高裁に控
訴したが、その後、東芝は、株式非公開化を
前提とした日本産業パートナーズ（JIP）が
設立した特定目的会社による株式公開買付け
（TOB）が実施され、令和5年11月22日の
臨時株主総会により、普通株式9,300万株を
1株に併合する株式併合を承認。同年12月
20日には上場廃止となっていた。
　今回、東京高裁は株式併合の効力が令和5
年12月22日に発生したことにより、株主の
株式はいずれも1株に満たない端数になった
ことが認められ、原告適格を喪失したとして
株主らの訴えが却下されることになった。

　東京高等裁判所（中村也寸志裁判長）は令和6年3月6日、東芝の不正会計問題で株主が元
取締役らに対して提起した株主代表訴訟について、訴えを却下する判決を下した。東芝につ
いては、令和5年11月22日開催の臨時総会において、普通株式9,300万株を1株に併合する株
式併合が行われたため、株主らは原告適格を喪失したと判断した。原審の東京地方裁判所の
判決では、元取締役5名に対し、違法な会計処理があったとしておよそ3億円の損害賠償責任
を認めていたが、今回の却下により最終的な判断までには至らずに終了することになった。

東京地裁、不正な会計処理により元取締役らに約3億円の損害賠償命令

6か月前から株式保有が必要、例外は株式交換等
　株主代表訴訟制度については、公開会社に
おいては6か月前から引き続き株式を有する
株主が会社に対して取締役の責任を追及する

訴えの提起を請求することができ、会社がそ
の請求の日から60日以内に訴えを提起しな
いときは、株主は会社のための訴えを提起す

東芝の株主代表訴訟、
株式併合により原告適格を喪失

東京高裁、株主らの訴えを却下
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